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本研究は、 健康障害のリスクが高まる、 いわゆる過労死ライ ンに着目 し、 公立高等学校における教頭の超過勤務時間の
実態区分に応じた長時間勤務の是正策について検討するものである。 是正策に関する回答傾向には、 超過勤務時間の区分
ごとに特徴があり、 当事者が求めている是正策は一律ではないことが明らかになった。 特に健康障害のリスクが高まる過
労死ライ ンを超えている教頭は、 実際に割いている職務に相違が見られ、 是正策の有効度合も実態区分ごとに差異が確認
できた。 各区分の特徴に応じた優先順位の明確化に加えて、 実効性を伴う是正策を講じる上で3 つのことに留意する必要
があると考えられる。 第一 は、 当事者意識を持って是正策に取り組むために教頭の勤務時間を構成する要素を認識するこ
とである。 第二は、 過労死ライ ンを超えた教頭に対しては、 直ちに是正策を講じることである。 第三は、 必要なエビデン
スを提供するために勤務時間の厳正な管理を行う ことである。 教頭の長時間勤務の是正は、 次世代の学校管理職確保のた
めに避けては通れない極めて重要な課題である。 
キーワード: 教頭の長時間勤務、 公立高等学校、 過労死ライ ン、 超過勤務時間の実態区分
1 . 研究の背景と目的
2017年に文部科学省から 「教員勤務実態調査 (平成28 
年度)の集計 (速報値) について」 が公表され、 教職員
の厳しい勤務実態が明らかにされた。 特に副校長 ・ 教頭
の勤務時間については最も長い結果となっていることか
ら、 是正に向けた取組が喫緊の課題となっている。











いて (中間まとめ)」 では、 副校長 ・ 教頭の負担軽減を
図るために 「主幹教諭の役割の明確化と主幹教諭の複数
配置」 等の議論がなされている。 また、 「各種調査の精









発症前 2 か月ないし6 か月間にわたって、 1 か月あたり
おおむね80時間を超える時間外労働のことである。 これ












働時間が減らない原因 を明らかにした。 また、 黒田









学校現場に目を向けると、 細畠 ・ 川上(2017) では、
教頭による学校組織の多忙化対策を検討している。 その
対策として、「定時退勤日の創設・ 増加」、「年次有給休
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象校種が小学校 ・ 中学校にとどまっている。 また、 国立
教育政策研究所 (2016) は、小学校・ 中学校・ 高等学校・ 
















「教頭の複数配置」、 「報告 ・ 調査削減や簡素化」 などを






( 1 ) 研究の対象
本研究の対象となる公立高等学校は、公立小学校 ・ 中
学校と比較すると、全日制 ・ 定時制 ・ 通信制の課程別だ
けでなく、 普通科・ 総合学科・ 専門学科など多様なタイ
プの学校が混在している。
川上 (2017) は、 高等学校における勤務状況改善につ
いての留意点と して、 「高等学校は学校ごとにミ ツシヨ
ンが異なるため、多忙の原因となる業務も一律ではない













( 2 ) 教頭の勤務時間の捉え方
「長時間勤務」 の類似用語として 「長時間労働」 があ
る。 広辞苑第七版 (2018) によれば、「『勤務』 は、 職務
に従事すること。 また、 その役日。」 であり、 「『労働』
は、 ほねおりはたらく こと。 体力を使用してはたらく こ
と。」 である。 どちらも働く ことを表しているので、「長
時間勤務」 と 「長時間労働」 は同じ意味として取り扱う。
佐藤 (2012) によれば、「労働時間の短縮方法は、 ①
所定労働時間を短縮する、②残業とりわけ恒常的な残業





組みと して、 「業務量= 要員マンパワー (人数 x スキル












は代替」 の要素と して追加し、 ノ ー残業デーのよう な
「退勤時間の決定及び徹底化」 の策は、 「教頭業務の発生



















の該当者は、合計47名 ' ) (31.5%) に及んでいる。 
② 聞き取り調査
質問紙調査実施後、2018年 2 月 7 日から2018年 2 月16 
日にかけて、聞き取り調査への協力が可能な会員のうち、












A 男性 全日制 5年目 20時間~ 40時間未満 
B 男性 全日制 7年目 100時間~ 120時間未満 
c 女性 全日制 1年目 120時間以上 
4 . 分析の結果と考察
( 1 ) 教頭の職務内容の現状
教頭の職務の中で実際に多 く の時間を割いている内
容 3) について、 5 つを選択する方式による回答の結果
が図 2 である。 
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公立学校教頭会 (2016) の結果によれば、 実際に費やし
ている職務内容として、 小学校 ・ 中学校の上位3 位まで
は、 「各種調査依頼への対応」、「保護者 ・ PTA ・ 地域・ 





( 2 ) 過労死ラインと教頭の職務内容との関係分析
① 80時間以上~ 100時間未満の超過勤務時間の実態
該当者が28名 (18.8%) であり、 教頭の実際に割いて




教職員への指導・ 助言 -13( .4%) - - 12(42.9%) l l (39_3%) 0 5 10 15 20 25 30 
図 3 教頭 (80時間以上~ 100時間未満) の実際に割い
ている職務の上位5 項目
② 100時間以上~ 120時間未満の超過勤務時間の実態
該当者が13名 (8.7%) であり、 教頭の実際に割いて
いる職務の上位5 項目は、 図4 である。
全体の傾向と比較すると、 この区分では 「苦情への対
応」 が相対的に高い割合を示している。 
図 4 教頭 (100時間以上~ 120時間未満) の実際に割
いている職務の上位5 項目
③ 120時間以上の超過勤務時間の実態
該当者が6名 (4.0%) であり、 教頭の実際に割いて
いる職務の上位5項目 (同率を含む) は、図5である。 
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長時間勤務の是正策に関する20項目について、 「1 . 
有効」、「2 . やや有効」、「3 . どちらとも言えない」、
「4 . あまり有効ではない」、「5 . 有効でない」 の5件
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法で質問を行った。 表2 は、各是正策に対して 「有効」、
「やや有効」 の回答を合計した肯定的回答の割合である。 
表 2 是正策の有効度合








る 項 目 
(B薄1 
( 9 ) タイムマネジメント(スケジュール管理等1 
能力修得のための研修の実施 52.4% 
(10) 丁力 (文書処理能力等1 向上のため 
の研修の実施 52.0% 






(c鮮1 - , (14) 教頭を補佐する 「富」教頭」 の新設かつ教頭 名簿登裁の指 67.8% (15) の教頭の配置 54.4% (16) 外部の大材 (保護者 ・ 地域t t民等) の活用 18.9% 教頭業務 の発生を 調整する 項目 
(D群1 - - (18) 調 構 ヒ 68.7% (19) 勤務時lヨ目能システム (タイムカード等) の導入 60.4% (20) 長期休業日における授業実施か,::)普段業時lヨ目 24.2% ※有効度合の上位 5つの是正策に網かけ表示全体では、有効度合の上位5 つの是正策として、 「( 1 ) 教育委員会等からの各種調査の精選及び簡素化94.0% 」、「( 2 ) 会議の精選及び効率化83.9%」、「(17) 勤務時間
外の留守番電話の設置79.9%」、 「(12) 教頭の雑務を支
援する人員 (事務職または業務アシスタ ント) の配置
78.9%」、「(13) 教頭を補佐する人員 (主幹教諭) の増
員76.4%」 という結果となった。
① 教頭の業務量を減らす項目 ( A群)
8つの是正策のうち、 最も高い評価は、「( 1 ) 教育委
員会等からの各種調査の精選及び簡素化94.0%」 であり、













3 つの是正策のう ち、 最も高い評価は、「( 9 ) タイム
マネジメ ント(スケジュール管理等) 能力修得のための
研修の実施52.4%」 であり、 最も低い評価は、「(11) 職
員指導力 (教職員を指導する力等) 向上のための研修の
実施43.6%」 となった。










5 つの是正策のう ち、 最も高い評価は、「(12) 教頭の
雑務を支援する人員 (事務職または業務アシスタント) 
の配置78.9%」 であり、 最も低い評価は、「(16) 外部の











他方、「(16) 外部の人材 (保護者・ 地域住民等) の活
用」 では、「外部人材との打ち合わせに時間がとられる」、
「職員室内の個人情報が流出する恐れがある」 などの否
定的な意見が多かった。 外部人材の活用は、 メリ ットよ









































該当者が28名 (18.8%) であり、「( 1 ) 教育委員会等
からの各種調査の精選及び簡素化100%」、「(12) 教頭の
雑務を支援する人員 (事務職または業務アシスタント) 
の配置89.3%」、「( 2 ) 会議の精選及び効率化82.1%」、
「(17) 勤務時間外の留守番電話の設置78.6%」、「(13) 
教頭を補佐する人員 (主幹教論) の増員71.4%」、「(14) 
教頭を補佐する 『副教頭』 の新設かつ教頭名簿登載の主
幹教諭の登用71 .4 % 」 が70% 以上の有効度合を示してい
る。
教頭が実際に割いている職務の 「各種調査依頼への対
応」 に関する 「( 1 ) 教育委員会等からの各種調査の精
選及び簡素化」 などの 「教頭の業務量を減らす」 是正策
だけでなく、 教頭業務の発生を調整する 「(17) 勤務時
間外の留守番電話の設置」 や教頭の業務支援または代替
























57.1% l ' 66.7667・ 全致 N ;u9 149 149 
(4)統合型の学校支援システム
(教務事務のICT化等) の導入 44.4 64. 682 - 66.7S 148 - (5)教育委員会等による 会議・ 研修の精選 50.(Ill 48.71  68.9 60.7% 69.2 50.OS 
(6)部活動の活動時間の 
縮減 50.()ll 54.1■ 46.4% 66.7 66.7 ;u8 
(7)生徒指導の予防的対応 44.4 67. 61.4 50.0% 50.(Ill ■ 147 
(8)校長の学校経営方針の 
明確化 44.4 48. 558 46.4% 53.9 50.0 147 
(9)タイムマネジ ント(スケジュー ル
管理等) 能力修得のための研修の実施 44.4 47. 55.6 53.6% 66.7 50.0 147 
act事務遂行力(文書処理能力等) 
向上のための研修の実施 38.9 48.n 57.8S - 50.OS ;u8 - a 職員指導力 (教職員を指導する 力等) 向上のための研修の実施 33.3 43.2% 51.l 39.3% 46.21  50.0 149 
(i21教頭の雑務を支援する人員(事務 
職または業務アシスタント) の配置 66.7■ ■ ■ ■ ■ 66.7 149 ll8 a 教頭を補佐する人員 (主幹教諭) の増員 ■ ■ 
a 0教頭を補佐する「副教頭」の新設 
かつ教頭名簿登載の主幹教諭の登用 55.6 595■ ■ ■ 66.7 149 
a51複数の教頭の配置 27.8 67. 51.l 57.1% 61.5 50.0 149 
a61外部の人材 (保護者・ 
地域住民等) の活用 5.6 18. 20.5 14.3% 23.1 50.OS 148 
a8腿勤時間の決定及び徹 
底化 55.6■ ■ 66.7% 69.2 66.7 147 
a91勤務時間管理システム
(タイムカード等) の導入 50.ell 54.1't 622 64.3% - 119 - 長期休業日における授業実施 かつ普段の授業時間の縮減 22.2 29.n 20.0 17.9% 46.2 16.7 149 
※ 「有効」 または 「やや有効」 と回答した教頭が70%以上に網かけ表示
② 100時間以上~ 120時間未満の超過勤務時間の実態
該当者が13名 (8.7%) であり、「( 1 ) 教育委員会等
からの各種調査の精選及び簡素化100%」、「( 3 ) 学校行
事の精選92.3%」、「(17) 勤務時間外の留守番電話の設
置92.3%」、「( 2 ) 会議の精選及び効率化84.6%」、「( 4 ) 
統合型の学校支援システム (教務事務の ICT化等) の
導入84.6%」、「(12) 教頭の雑務を支援する人員 (事務
職または業務アシスタント) の配置84.6%」、 「(13) 教
頭を補佐する人員 (主幹教論) の増員83.3%」、 「(10) 
事務遂行力 (文書処理能力等) 向上のための研修の実施
76.9%」、「(14) 教頭を補佐する 『副教頭』 の新設かつ
教頭名簿登載の主幹教諭の登用76.9 % 」 が70% 以上の有
効度合を示している。
「( 4 ) 統合型の学校支援システム (教務事務の ICT 
化等) の導入」 などの 「教頭の業務量を減らす」 是正策
だけでなく、 この区分で見られる教頭が実際に割いてい
る職務の 「苦情への対応」 に関する 「(17) 勤務時間外
の留守番電話の設置」 が他の区分に比べて相対的に高い
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割合を示す傾向にある。





該当者が 6名 (4.0%) であり、「( 3 ) 学校行事の精







「生徒指導上の対応」 に関して、「( 7 ) 生徒指導の予防
的対応」 の是正策に関する有効度合が相対的に高い割合
を示している。 また、「(19) 勤務時間管理システム (タ
イムカード等) の導入」 や 「(17) 勤務時間外の留守番
電話の設置」 の 「教頭業務の発生を調整する」 是正策を
望む傾向にもある。








実際に多く の時間を割いている職務と して、 「文書作
成 ・ 管理」、 「各種調査依頼への対応」、 「諸表簿管理」、
「教職員への指導 ・ 助言」、「教職員の服務 ・ 研修」 が上



















第一 は、 教頭の勤務時間を構成する要素 (教頭の業務






対しては、 直ちに是正策を講じることである。 特に100 
時間以上の超過勤務時間の教頭には、 個別事情に応じた







するこ とは、 是正策に関するPDc A サイ クルに必要な
エ ビデンスデー 夕を提供するために不可欠である。 教頭
の勤務時間をモニタリ ングするとと もに、 リ アルタイ ム
に勤務時間が把握できれば、 健康障害を起こす前に最適
な手立てを打つことも可能となる。
多 く の教頭は職務に対してやりがい6) を感じ、 日常
業務を遂行している。 しかしながら、 超過勤務時間と関
係なく、 教頭職の職務と処遇のバランスに不満を感じる



















1 ) 質問紙調査の 1 か月あたりの超過勤務時間の割合を
表している (表 4 )。 






























( 8. 7%) 
6 
( 4. 0%) 149 
2 ) 質問紙調査の勤務校の課程別と超過勤務時間の関係
公立高等学校における教頭の長時間勤務の是正策に関する一考察




















全日制 1 11 25 40 27 13 6 123 
定時制 1 7 12 3 1 24 
通信制 2 2 
合計 2 18 37 45 28 13 6 149 
3 ) 職務内容の項目は、全国公立学校教頭会 (2016) を
参考に作成した。
4 ) 20の是正策に関しては、先行研究に加えて、八尾坂




シヤドウイ ングは、A県内の公立高等学校 4 校、 私
立高等学校1校で実施した。 公立高等学校は、全日
制専門学科高等学校 (平成29年 9 月 8 日) 、全日制
総合学科高等学校 (平成29年 9 月11 日) 、全日制普
通科高等学校 (平成29年 9 月13 日) 、 定時制専門学
科高等学校 (平成29年10月 4 日) であり、 私立高等
学校は、全日制専門学科高等学校 (平成29年 9 月15
日) である。
5 ) 質問紙調査の健康状態の認識と超過勤務時間の関係





20 20~ 40 40~ 60 60~ 80 80~ 100 100~ 120 120 
時間以上 合計 
良好 2 11 24 21 14 3 1 76 
やや良好 6 12 18 10 6 3 55 
どちらとも 
言えない 1 5 3 4 2 15 
やや不良 1 1 2 
不良 1 1 
合計 2 18 37 45 28 13 6 149 
6 ) 質問紙調査のやりがい度合と超過勤務時間との関係





20 20~ 40 40~ 60 60~ 80 80~ 100 100~ 120 120 
時問以上 合計 
感じる 2 6 16 15 9 6 54 
やや感じる 8 14 24 10 1 4 61 
どちらとも 
言えない 4 4 5 8 4 1 26 
あまり 
感じない 1 1 1 1 4 
感じない 2 1 1 4 
合計 2 18 37 45 28 13 6 149 
45 
7 ) 質問紙調査の教頭職の職務・ 処遇の釣り合い度合と





表8 職務 ・ 処遇の釣り合い度合と超過勤務時間との関係
職務 ・ 処遇の 
釣り合い度合 
20 20~ 40 40~ 60 60~ 80 80~ 100 100~ 120 120 
時間以上 合計 
思う 1 2 1 1 5 
やや思う 3 2 4 3 2 14 
どちらとも 
言えない 6 17 13 9 3 48 
あまり 
思わない 1 5 9 16 8 4 2 45 
思わない 2 8 12 8 4 3 37 
合計 2 18 37 45 28 13 6 149 
8 ) 質問紙調査の多忙感の度合と超過勤務時間の関係を





20 20~ 40 40~ 60 60~ 80 80~ 100 100~ 120 120 
時間以上 合計 
感じる 2 9 16 16 10 6 59 
やや感じる 6 17 25 9 3 60 
どちらと も 
言えない 3 6 2 3 14 
あまり 
感じない 1 6 3 2 12 
感じない 1 1 2 4 
合計 2 18 37 45 28 13 6 149 
9 ) 質問紙調査の教頭試験への勧誘度合と超過勤務時間
との関係を表している(表10)。 過労死ライ ンを超




20 20~ 40 40~ 60 60~ 80 80~ 100 100~ 120 120 
時間以上 合計 
勧める 2 2 10 4 1 1 20 
どちらかと 
言えば勧める 9 13 18 10 3 53 
どちらと も 
言えない 6 10 14 11 4 3 48 
あまり 
勧めない 1 3 8 6 3 2 23 
勧めない 1 1 2 1 5 
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